
厚 沢 部 町

令和６年度
(自：令和6年4月1日　至：令和7年3月31日)

厚沢部町農業集落排水事業会計決算書



決　算　報　告　書



（１）収益的収入及び支出

収　入

支　出

補　正 予備費

予算額 支出額

円 円 円 円 円 円 (うち仮払消費税

及び地方消費税
6,026,988円)

(うち仮払消費税
及び地方消費税

6,026,988円)

5,815,000

2,194,300

備 考
当 初 予 算 額 補 正 予 算 額

地方公営企業法第
２４条第３項の規
定による支出額

合 計
べ 決 算 額 の

239,450

（うち仮受消費税
及び地方消費税

2,739,350円）

△ 18,780,058

円 円 円 円円

232,869,139

　第2項 営業外収益

　　　　　　　　　　　　　令和６年度　厚沢部町 　農業集落排水事業決算報告書

増　　　    減

第1款 農業集落排水事業収益

円 円 円 円 円 円

区 分

予 算 額

決 算 額

予 算 額 に 比

（うち仮受消費税

263,020,000 △ 2,484,000 0 260,536,000 241,995,392 △ 18,540,608
及び地方消費税

2,739,350円）

233,118,000 △ 2,484,000 0 230,634,000 211,853,942

　第1項 営業収益 29,902,000 0 0 29,902,000 30,141,450

区 分

予 算 額

決 算 額

地方公営企
業法第２６
条第３項の
規定による
繰越額

不 用 額 備 考当　初 流　用
地方公営企業
法第２６条第
２項の規定に
よる支出額

合 計
予算額 増減額

地方公営企業法
第２４条第３項
の規定による支
出額

小 計

第1款 農業集落排水事業費用 245,507,000 △ 2,484,000 0 0 3,182,5110 243,023,000 239,840,489 00 243,023,000

0 2,144,561

　第2項 営業外費用 5,201,000 614,000 0 0 0 5,815,000 4,777,450 0 1,037,550

　第1項 営業費用 238,696,000 △ 3,014,000 0 △ 668,300 0 235,013,7000

0

235,013,700

　第3項 特別損失 1,610,000 △ 84,000 0 668,300 4000 2,194,300 2,193,900 00

－1－



（２）資本的収入及び支出

収　入

支　出

流　用 継続費逓

増減額
次繰越額

円 円 円 円 円

44,157,000

合 計

区 分

第1款 資本的収入

 第3項 補助金 13,926,000 △ 880,000 13,046,000 0 0

円 円 円 円 円

第1款 資本的支出 69,968,000 △ 1,567,000 0

13,046,000

 第1項 企業債 2,400,000 △ 200,000 2,200,000

決 算 額
予算額に比べ
決算額の増減

備 考
当 初 予 算 額 補正予算額 小 計

地方公営企業法施
行令第4条5項の規
定による繰越額に
係る財源充当額

継続費逓次繰越額に係
る財源充当額 合 計

予 算 額

円 円

44,354,000 △ 7,781,000 36,573,000 0 0 36,573,000 36,573,857

円 円 円 円 円 円

857

0 0 2,200,000

13,046,000 0

2,200,000 0

不 用 額 備 考当　初 補　正
小 計

地方公営企業
法施行令第4
条5項の規定
による繰越額

4,226,000 4,226,857 857 第4項 負担金 3,455,000 771,000 4,226,000 0 0

合 計
予算額 予算額

継続費
逓　次
繰越額

決 算 額

翌 年 度 繰 越 額

68,401,000 0

地方公営企
業法第２６
条の規定に
よる繰越額

区 分

予 算 額

68,400,409 0 0 0

円

0 68,401,000 591

及び地方消費税

2,204,000円）

円 (うち仮払消費税

24,244,000 0 0 0 0

(うち仮払消費税
及び地方消費税

2,204,000円） 第1項 建設改良費 25,811,000 △ 1,567,000 0 24,244,000 0

資本的収入額が資本的支出額に不足する額31,826,552円は、引継金15,956,898円、 消費税及び地方消費税資本的収支調整額15,869,654円で補填した。

44,156,409 0 0 0 第2項 企業債償還金 44,157,000 0 0 44,157,000 0 591

0

0

24,244,000

 第2項 他会計出資金 24,573,000 △ 7,472,000 17,101,000 0 0 17,101,000 17,101,000 0

－2－



財　 務　 諸 　表



（単位：円）

（１） 下 水 道 使 用 料 27,393,600

（２） 受 託 工 事 収 益 0

（３） そ の 他 営 業 収 益 8,500 27,402,100

（１） 処 理 場 費 56,819,204

（２） 配 水 及 び 給 水 費 0

（３） 受 託 工 事 費 0

（４） 総 係 費 12,826,414

（５） 減 価 償 却 費 157,196,533

（６） 資 産 減 耗 費 0

（７） そ の 他 営 業 費 用 0 226,842,151

営 業 損 失 199,440,051

（１） 受 取 利 息 及 び 配 当 金 47,160

（２） 他 会 計 補 助 金 86,770,450

（３） 加 入 金 0

（４） 長 期 前 受 金 戻 入 123,044,920

（５） 雑 収 益 100 209,862,630

（１） 支払利息及び企業債取扱諸費 4,777,450

（２） 雑 支 出 1,930,067

（３） 長 期 前 払 消 費 税 償 却 額 0 6,707,517 203,155,113

経 常 利 益 3,715,062

（１） 固 定 資 産 売 却 益 0

（２） 過 年 度 損 益 修 正 益 0

（３） そ の 他 特 別 利 益 0

（１） 固 定 資 産 売 却 損 0

（２） 過 年 度 損 益 修 正 損 0

（３） そ の 他 特 別 損 失 2,193,900 2,193,900 △ 2,193,900

当 年 度 純 利 益 1,521,162

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金 0

その他未処分利益剰余金変動額 0

当年度未処分利益剰余金 1,521,162

５ 特 別 利 益

６ 特 別 損 失

令和６年度　厚沢部町農業集落排水事業 損益計算書
(令和６年４月１日～令和７年３月31日)

１ 営　業　収　益 

２ 営　業　費　用

３ 営 業 外 収 益

４ 営 業 外 費 用

－3－



前年度末処分額

当年度変動額

当年度末残高

当年度純利益 00

他会計出資金 0 0 0 0

135,884 445,862

1,521,162 1,521,1621,521,162

0 0 1,521,162 1,521,162 396,615,923

0

0

17,101,000

17,101,000

0

394,648,899 309,978

00 0 0

0 0 0

17,101,000

1,521,162 1,521,162 18,622,1620

00 0

0

0

0

0

377,993,7610

0 0 0

0

0

0処分後残高 309,978 135,884

0
議会の議決によ
る処分額

0

445,862377,547,899

000

0

0 0 377,993,761

0 0 0 0

0 0

00 0 0 0

前年度末残高 309,978 135,884 445,862377,547,899 0

0

未処分利益
剰余金

利益剰余金
合計

　　　　　 　     令和６年度　厚沢部町農業　 集落排水事業剰余金計算書

(単位：円）

剰余金

資本合計
資本剰余金 利益剰余金

減債
積立金

建設改
良

積立金
道補助金

他会計
補助金

資本剰余金
合　　計

資本金
利益

積立金

－4－



（注）この計算書における△表記は、減少又は欠損を示すものであること。

0

　

資　本　金 資本剰余金 未処分利益剰余金

　議会の議決による処分額 0 0

 (単位：円）

当年度末残高 394,648,899 445,862 1,521,162

　資本金へ組入 0

　条例による処分額 0 △ 445,862 △ 1,521,162

0 0

0 △ 80,000

　利益積立金 0 0 △ 1,361,162

令和６年度　厚沢部町農業集落排水事業剰余金処分計算書（案）

処理後残高 394,648,899 0 0

　減債積立金 0 0 △ 80,000

　資本金へ組入 0 △ 445,862 0

　建設改良積立金 0

－5－



（単位：円）

（１）

イ 土 地 28,260,363

ロ 建 物 440,206,014

減価償却累計額 △ 31,551,522 408,654,492

ハ 構 築 物 2,267,646,105

減価償却累計額 △ 122,513,874 2,145,132,231

二 機 械 及 び 装 置 45,961,115

減価償却累計額 △ 3,131,137 42,829,978

ト 建 設 仮 勘 定 11,860,000

2,636,737,064

2,636,737,064

（１） 27,540,124

（２） 84,835,387

貸 倒 引 当 金 0 84,835,387

112,375,511

2,749,112,575

（１）

イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債 196,910,003

ロ その他の企業債 2,200,000

企 業 債 合 計 199,110,003

199,110,003

（１）

114,785,898

企 業 債 合 計 114,785,898

（２） 9,419,744

（３）

イ 賞 与 引 当 金 610,000

ロ 法定福利費引当金 181,000

引 当 金 合 計 791,000

（４） 50,000

125,046,642

（１） 2,151,384,927

（２） △ 123,044,920

2,028,340,007

2,352,496,652

令和６年度　厚沢部町農業集落排水事業 貸借対照表

資 産 合 計

(令和７年３月３１日)

資　　産　　の　　部

１ 固　定　資　産

有 形 固 定 資 産

有 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

２ 流　動　資　産

現 金 預 金

未 収 金

流 動 資 産 合 計

負    債    の   部

３ 固　定　負　債

企 業 債

固 定 負 債 合 計

４ 流　動　負　債

企 業 債

未 払 金

引 当 金

流 動 負 債 合 計

建設改良費等の財源に充てるための企業債

そ の 他 流 動 負 債

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

５ 繰　延　収　益

長 期 前 受 金

長期前受金収益化累計額

－6－



394,648,899

（１）

イ 道 補 助 金 309,978

ロ 他 会 計 補 助 金 135,884

445,862

（２）

1,521,162

1,521,162

1,967,024

396,615,923

2,749,112,575

資　　本　　の　　部

負 債 資 本 合 計

利 益 剰 余 金

当年度未処分利益剰余金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

資 本 剰 余 金 合 計

６ 資 　本 　金

７ 剰 　余 　金

資 本 剰 余 金

－7－



決 算 附 属 書 類



1

(1)

(2) 経営指標に関する事項

　

　

　 とが予測される。令和７年度には農業集落排水事業経営戦略の改定を行う予定であることから、その

内容をしっかり踏まえ、更新の優先順位や適切な施設規模を考慮し、現在の経営状況を維持しつつ、

計画的な施設更新を行っていく。

　今後、老朽施設の更新が必要となる中、人口減少等により財源となる下水道使用料が減少されるこ

期的な視点に立って事業経営の改善、合理化等、経営健全化に努めるものである。

　令和６年度決算については、収益的収支は一般会計からの繰入金である他会計補助金により収支不

足を補填した結果、当年度純利益は1,521,162円となっている。維持管理費の縮減を行う等して効率的

な事業運営、繰入金の縮減に努めていく。

　また、業務状況では供用人口2,409人、供用戸数は918戸、供用率は89.6％、年間有収水量156,861㎥

と１日平均有収水量430㎥、１戸平均有収水量170.9㎥となった。

　本町における農業集落排水事業経営については、施設の老朽化への取組が急務となっており、今後

は厳しい経営状況が見込まれていることから、長期的に安定した経営を目指すため、厚沢部町農業集

落配水事業経営戦略に基づき、経営基盤の強化を図るほか、下水道を安定的に整備するとともに、長

　令和６年度の収支状況は、収益的収支の収入が237,264,730円（税抜）で、支出は235,743,568円

（税抜）となり、この結果、損益計算書での当年度純利益は1,521,162円となり、この利益については

資本金に組み入れることとしている。

　資本的収支は、収入36,573,857円（税込）、支出68,400,409円（税込）で不足額が31,826,552円で

あり、引継金と消費税及び地方消費税資本的収支調整額で補填した。

令和６年度厚沢部町農業集落排水事業報告書

概 況

総括事項

　令和６年度から農業集落排水事業においては、地方公営企業法の一部（財務規定等）を適用し、複

式簿記・発生主義の公営企業会計に移行した。

－8－



(3)

（第１号）

(4)

(5)

人 人 人

人 人 人

(6)

該当事項なし

議決年月日

R6.9.10

議 案 番 号

令和５年度厚沢部町農業集落排水事業特別会計決算

件 名

認 定 第 ６号

議会議決事項

提出年月日

R6.12.24議 案 第 ５号

簡易水道事業

区分

主　査

令和６年度厚沢部町農業集落排水事業会計補正予算 R6.12.24

R6.9.11

申 請 先

令和６年７月25日 北 海 道 知 事

申 請 年 月日 件　　　　　　　　名 許可等年月日

　令和６年度起債同意について 令和６年10月１日

R7.3.4 R7.3.6

備　　　考区分 令和７年３月31日現在 令和６年３月31日現在 増　　減

行政官庁承認事項

職員に関する事項

議 案 第 ６号 令和７年度厚沢部町農業集落排水事業会計当初予算

議 案 第 13号 令和６年度厚沢部町農業集落排水事業会計補正予算 R7.3.4 R7.3.5

１ １ ０

事務職員 技術職員 計 備　　　考

１ ０ １

料金その他供給条件の設定・変更に関する事項

－9－



２

3

（１）業務量

人

戸

％

㎥

㎥

㎥

新町地内排水管延長
工事

新町

Ф150硬質塩化ビニル管

L＝42m
マンホール ２基
公共桝 １基

2,772,000 R6.12.2

工　　　事

工事件名 工事箇所名 工事内容

R6.11.29
赤沼、緑町地区終末
処理場ブロワー修繕
工事

ブロワー修繕
赤沼町２台
緑  町２台

4,455,000 R6.8.1
赤沼町
緑町

道道乙部厚沢部線歩
道拡幅に伴う赤沼地
内下水道施設移設工
事

赤沼町 公共桝　８基 6,490,000 R6.9.4 R7.1.31

R7.3.24

契約金額（円） 着手年月日 竣工年月日

厚沢部地区終末処理
場水位計更新工事

水位計修繕　２台 3,465,000 R6.6.26 R7.1.31新町

事　　　　項 単位 令和６年度 令和５年度
比較

増減 比率

 業　　　務

供 用 戸 数 918 921 △ 3 △ 0.3

供 用 人 口 2,409 2,438 △ 29 △ 1.2

供 用 率 89.6 89.3 0.3 0.3

（１）建設改良等工事の概況

170.9 171.8 △ 0.9 △ 0.5

有 収 処 理
水 量

年　　　　　間

１　日　平　均

１　戸　平　均

△ 0.9

429.8 433.5 △ 3.7 △ 0.9

156,861 158,213 △ 1,352

－10－



(2)

金　額 率

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

(3)

金　額 率

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －－

雑 支 出

特 別 損 失

そ の 他 特 別 損 失

235,743,568

－

－

－2,193,900

1,930,067

2,193,900

金　額

226,842,151

12,826,414総 係 費

営 業 費 用

処 理 場 費 56,819,204

営 業 外 費 用

－

－

比　　　較
令和５年度
決　算　額

－

－

－

金　額

－

－

－

事業費用に関する事項（消費税及び地方消費税抜き）

－

合 計 237,264,730 －

営 業 外 収 益

雑 収 益 －

金　額

－

－

－

長 期 前 受 金 戻 入

86,770,450

123,044,920

受取利息及び配当金

他 会 計 補 助 金

47,160

100

－

農業集落排水使用料

営 業 収 益 27,402,100

27,393,600

区　　分

金　額

令和６年度
決　算　額

令和５年度
決　算　額

事業収益に関する事項（消費税及び地方消費税抜き）

比　　　較

8,500

209,862,630

(税抜/単位：円)

(税抜/単位：円)

減 価 償 却 費

6,707,517

区　　分

令和６年度
決　算　額

157,196,533

支払利息及び企業債
取 扱 諸 費

4,777,450

そ の 他 営 業 収 益
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4

(1) 重要契約の要旨（１００万円以上）

契約金額（円） 契約の相手方

29,040,000  (株)西里清掃

1,320,000  (株)ぎょうせい

2,200,000  (株)ぎょうせい

13,046,000
 北海道土地改良事業
 団体連合会

1,936,000
 北海道土地改良事業
 団体連合会

3,465,000  (株)西里清掃

4,455,000  (株)西里清掃

6,490,000  能登谷建設(株)

2,772,000  高橋建設(株)

(2) 企業債及び一時借入金の概況

（単位：円）

前年度末残高 本年度借入額 本年度償還高 本年度末残高

230,648,214 0 33,375,646 197,272,568

81,047,687 0 10,780,763 70,266,924

0 2,200,000 0 2,200,000

311,695,901 2,200,000 44,156,409 269,739,492

該当なし

(3) その他会計経理に関する重要事項

他会計補助金の使途について

　他会計補助金86,770,450円は、企業債償還利息（課税仕入れ以外）に4,777,450円（特定収入

以外）、総係費等（課税仕入れ以外）に60,857,562円（特定収入以外）、処理場費等（課税仕入）

の支出に21,135,438円（特定収入）をそれぞれ充当した。

公営企業会計システム賃貸借業務

公営企業会計運用支援委託業務

緑町、館町地区農業集落排水事業維持管理適正
化計画策定委託業務

道道乙部厚沢部線歩道拡幅に伴う赤沼町地内下
水道施設移設工事

会 計

厚沢部地区終末処理場水位計修繕工事

契約の内容

農業集落排水施設管理委託業務

道道乙部厚沢部線歩道拡幅に伴う赤沼町地内下
水道施設移設工事数量算定資料等作成委託業務

契約年月日

R6.4.1

R6.4.1

R6.4.1

R6.5.31

R6.5.31

R6.6.26

R6.8.1

R6.9.4

R6.11.28

 ア　企業債の概況

 イ　他会計借入金及び一時借入金

借入先

財務省財政融資資金

道南うみ街信用金庫

計

地方公共団体金融機構

赤沼、緑町地区終末処理場常用ブロワー修繕
工事

新町地内排水管延長工事
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令和６年度厚沢部町農業集落排水事業キャッシュ・フロー計算書

(令和６年4月1日～令和７年3月31日 )

科　　　　　　目 金 額 （ 円 ）

Ⅰ　　業務活動によるキャッシュ・フロー

　　　当期純利益 1,521,162

　　　減価償却費 157,196,533

　　　賞与引当金増減額（減少△） 610,000

　　　法定福利費引当金増減額（減少△） 181,000

　　　受取利息等 △ 47,160

　　　長期前受金戻入額 △ 123,044,920

　　　支払利息 4,777,450

　　　未収金の増減額（増加△） △ 82,156,027

　　　未払金の増減額（減少△） 2,631,109

　　　その他流動負債の増減額（△減少） 50,000

　　　　　小計 △ 38,280,853

　　　利息及び配当金の受取額 47,160

　　　利息の支払額 △ 4,777,450

　　 業務活動によるキャッシュフロー △ 43,011,143

Ⅱ　　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　　　有形固定資産の取得による支出 △ 19,268,000

　　　　国庫補助金等による収入 11,651,498

　　　　負担金による収入 4,051,100

　　　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 3,565,402

Ⅲ　　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　　　建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入

　　　　企業債の償還による支出 △ 44,156,409

　　　　その他企業債による収入 2,200,000

　　　　他会計からの出資による収入 17,101,000

　　　財務活動によるキャッシュ・フロー △ 24,855,409

　　資金の増減額 △ 71,431,954

　　資金の期首残高 98,972,078

　　資金の期末残高 27,540,124
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(税抜/単位：円)

款 項 目 節 金　　額

１ 農 業 集 落
   排水事業収益 237,264,730

１ 営 業 収 益 27,402,100

１ 農業集落排水
   使用料 27,393,600

１ 農業集落排水使用料 27,393,600

２ その他営業収益 8,500

１ 手 数 料 8,500

２ 営業外収益 209,862,630

47,160

１ 預 金 利 息 47,160

２ 他会計補助金 86,770,450

１ 他会計補助金 86,770,450

３ 長期前受金戻入 123,044,920

１ 長期前受金戻入 123,044,920

４ 雑 収 益 100

１ その他雑収益 100

237,264,730

令和６年度農業集落排水事業会計収益費用明細書

収 益 合 計

備　考

１ 受取利息及び
   配当金
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(税抜/単位：円)

款 項 目 節 金 額

１ 農 業 集 落
排水事業費用 235,743,568

１ 営 業 費 用 226,842,151

２ 処 理 場 費 56,819,204

11 備 消 品 費 1,438,900

12 燃 料 費 60,853

13 光 熱 水 費 295,097

15 通 信 運 搬 費 1,094,776

17 委 託 料 27,056,864

18 手 数 料 5,077,674

21 修 繕 費 7,622,714

25 動 力 費 12,619,315

26 薬 品 費 1,027,410

37 保 険 料 525,601

３ 総　係　費 12,826,414

２ 給 料 4,256,400 （予算額）4,257,000

３ 手 当 2,184,756 （予算額）2,443,000

４ 賞与引当金繰入額 610,000 （予算額） 610,000

５ 法 定 福 利 費 1,556,834 （予算額）1,596,000

６ 法定福利費引当金繰入額 181,000 （予算額） 181,000

８ 旅 費 62,874

11 備 消 品 費 97,839

12 燃 料 費 48,389

15 通 信 運 搬 費 87,276

17 委 託 料 2,000,000

18 手 数 料 184,576

19 賃 借 料 1,495,840

34 負 担 金 33,000

37 保 険 料 27,630

４ 減 価 償 却 費 157,196,533

1 有 形 固 定 資 産
  減 価 償 却 費

２ 営 業 外 費 用 6,707,517

１ 支払利息及び
　 企業債取扱諸費 4,777,450

１ 企 業 債 利 息 4,777,450

３　雑　支　出 1,930,067

１ その他雑支出 1,930,067

157,196,533

備　　考
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(税抜/単位：円)

款 項 目 節 金 額 備　　考

３ 特 別 損 失 2,193,900

１ そ の 他
   特 別 損 失 2,193,900

1 その他特別損失 2,193,900

235,743,568

　　　について備考欄に予算額を記載している。

費 用 合 計

（注）地方公営企業法施行令第17条第８号に規定する議会の議決を経なければ流用できない予算

令和5年度分引当金
繰入額
（予算額）698,000
（支出額）691,700
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(1) 有形固定資産

当 年 度 増 加 額 当 年 度 減 少 額 償 却 額 累 計

土 地 28,260,363 0 0 28,260,363 0 0 0 28,260,363

建 物 440,206,014 0 0 440,206,014 31,551,522 0 31,551,522 408,654,492

構 築 物 2,257,466,105 10,180,000 0 2,267,646,105 122,513,874 0 122,513,874 2,145,132,231

機 械 及 び 装 置 45,961,115 0 0 45,961,115 3,131,137 0 3,131,137 42,829,978

建 設 仮 勘 定 0 11,860,000 0 11,860,000 0 0 0 11,860,000

計 2,771,893,597 22,040,000 0 2,793,933,597 157,196,533 0 157,196,533 2,636,737,064

年度末償却未済額 備 考

（単位：円）

資 産 の 種 類 年度当初現在高 当 年 度 増 加 額 当 年 度 減 少 額 年 度 末 現 在 高
減　　価　　償　　却　　累　　計　　額

　　 　　固　定　資　産　　明　細　書

－17－



（単位：円）

利 率

当年度償還高 償 還 高 累 計 ％

下水道事業債 平成 7年 3月 27日 18,800,000 1,128,917 18,800,000 0 4.650 令和 7年 3月 1日 旧 資 金 運 用 部 資 金

下水道事業債 平成 8年 3月 14日 63,500,000 3,112,580 60,288,601 3,211,399 3.150 令和 8年 3月 1日 旧 資 金 運 用 部 資 金

下水道事業債 平成 9年 1月 20日 37,800,000 1,795,387 35,004,662 2,795,338 3.000 令和 8年 9月 25日 旧 資 金 運 用 部 資 金

下水道事業債 平成 9年 1月 30日 6,200,000 162,001 6,200,000 0 3.000 令和 6年 9月 20日 旧 公 営 企 業 金 融 公 庫 資 金

下水道事業債 平成 9年 5月 20日 15,600,000 700,548 14,143,428 1,456,572 2.600 令和 9年 3月 25日 旧 資 金 運 用 部 資 金

下水道事業債 平成 9年 5月 23日 7,400,000 368,678 7,400,000 0 2.650 令和 7年 3月 20日 旧 公 営 企 業 金 融 公 庫 資 金

下水道事業債 平成10年5月11日 7,700,000 352,026 7,340,543 359,457 2.100 令和 8年 3月 20日 旧 公 営 企 業 金 融 公 庫 資 金

下水道事業債 平成10年5月19日 14,900,000 615,223 12,979,133 1,920,867 2.000 令和10年3月25日 旧 資 金 運 用 部 資 金

下水道事業債 平成11年5月20日 18,700,000 812,157 17,031,366 1,668,634 1.800 令和 9年 3月 20日 旧 公 営 企 業 金 融 公 庫 資 金

下水道事業債 平成11年5月25日 35,800,000 1,410,276 29,913,987 5,886,013 1.700 令和11年3月25日 旧 資 金 運 用 部 資 金

下水道事業債 平成12年5月19日 23,000,000 999,360 19,879,776 3,120,224 2.000 令和10年3月20日 旧 公 営 企 業 金 融 公 庫 資 金

下水道事業債 平成12年5月26日 45,200,000 1,793,493 35,677,086 9,522,914 2.000 令和12年3月25日 旧 資 金 運 用 部 資 金

下水道事業債 平成 13年 5月 8日 6,600,000 267,419 5,492,224 1,107,776 1.400 令和11年3月20日 旧 公 営 企 業 金 融 公 庫 資 金

下水道事業債 平成13年5月25日 13,500,000 510,408 10,260,681 3,239,319 1.600 令和13年3月25日 財 政 融 資 資 金

下水道事業債 平成14年5月20日 5,900,000 246,354 4,591,931 1,308,069 2.000 令和12年3月20日 旧 公 営 企 業 金 融 公 庫 資 金

下水道事業債 平成15年3月25日 35,600,000 1,393,549 26,848,627 8,751,373 1.300 令和13年3月20日 旧 公 営 企 業 金 融 公 庫 資 金

下水道事業債 平成15年3月25日 51,800,000 1,856,334 36,121,983 15,678,017 1.200 令和 15年 3月 1日 財 政 融 資 資 金

下水道事業債 平成15年5月20日 33,000,000 1,266,013 25,132,900 7,867,100 1.000 令和13年3月20日 旧 公 営 企 業 金 融 公 庫 資 金

下水道事業債 平成15年5月26日 31,000,000 1,092,141 21,900,658 9,099,342 0.900 令和15年3月25日 財 政 融 資 資 金

下水道事業債 平成16年5月20日 48,100,000 1,930,048 33,458,656 14,641,344 2.000 令和14年3月20日 旧 公 営 企 業 金 融 公 庫 資 金

下水道事業債 平成16年5月27日 42,800,000 1,574,511 27,046,290 15,753,710 2.100 令和16年3月25日 財 政 融 資 資 金

下水道事業債 平成17年5月27日 16,800,000 655,261 11,112,906 5,687,094 1.800 令和15年3月20日 旧 公 営 企 業 金 融 公 庫 資 金

下水道事業債 平成17年5月27日 14,200,000 508,536 8,548,913 5,651,087 1.900 令和17年3月25日 財 政 融 資 資 金

下水道事業債 平成18年5月26日 8,900,000 315,178 4,912,748 3,987,252 2.300 令和18年3月25日 財 政 融 資 資 金

下水道事業債 平成18年5月30日 9,200,000 358,045 5,580,938 3,619,062 2.300 令和16年3月20日 旧 公 営 企 業 金 融 公 庫 資 金

下水道事業債 平成19年5月24日 52,000,000 1,969,852 29,863,209 22,136,791 2.100 令和17年3月20日 旧 公 営 企 業 金 融 公 庫 資 金

下水道事業債 平成20年5月27日 45,400,000 1,536,130 22,047,048 23,352,952 2.200 令和20年3月25日 財 政 融 資 資 金

下水道事業債 平成21年5月26日 57,800,000 1,917,363 26,535,642 31,264,358 2.000 令和21年3月25日 財 政 融 資 資 金

下水道事業債 平成23年1月12日 38,500,000 1,242,582 15,907,825 22,592,175 1.900 令和22年9月25日 財 政 融 資 資 金

下水道事業債 平成23年5月26日 1,400,000 44,887 560,787 839,213 1.800 令和23年3月25日 財 政 融 資 資 金

下水道事業債 平成29年5月26日 37,600,000 3,760,940 30,076,992 7,523,008 0.010 令和 9年 3月 25日 財 政 融 資 資 金

下水道事業債 平成30年5月28日 39,700,000 3,970,595 27,785,831 11,914,169 0.010 令和10年3月25日 財 政 融 資 資 金

下水道事業債 令和元年5月28日 22,100,000 2,210,044 13,258,939 8,841,061 0.004 令和11年3月25日 財 政 融 資 資 金

下水道事業債 令和 2年 5月 26日 9,400,000 939,976 4,699,412 4,700,588 0.005 令和12年3月25日 財 政 融 資 資 金

下水道事業債 令和 3年 5月 26日 13,400,000 1,339,597 5,356,786 8,043,214 0.020 令和13年3月25日 財 政 融 資 資 金

公営企業適用債 令和 7年 3月 25日 2,200,000 0 0 2,200,000 1.340 令和 17年 3月 1日 道 南 う み 街 信 用 金 庫

931,500,000 44,156,409 661,760,508 269,739,492

　　　　　　　　　　　　　　　企　　　業　　　債　　　明　　　細　　　書

種 類 発 行 総 額
償 還 高

未 償 還 残 高
発 行
価 額

償 還 終 期発 行 年 月 日 備 考

合 計
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　注　　記

     令和６年度より、地方公営企業会計基準を適用して財務諸表を作成している。

　　１　企業債の償還に係る他会計の負担　　　　　

　 　　予定のものも含む。）のうち、他会計が負担すると見込まれる額は119,110,003円である。

         ていない。

         き当年度の負担に属する額を計上している。

         る支払見込額に基づき当年度の負担に属する額を計上している。

　Ⅱ．　予定貸借対照表等関連

　　　　貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して１年以内に償還

　　　（2）賞与引当金

　　　　　職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づ

　　　　

　　（1）消費税及び地方消費税の会計処理

　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

　　　　　減価償却の方法　　　　定額法

　　　　　主な耐用年数

　　　　　　水利権　　　　　　　　　　　　５５年

　　　　　退職手当組合に加入し、退職手当負担金を負担しているため、退職給付引当金は計上し

　　　　　減価償却の方法　　　　定額法（ただし、量水器については取替法）

　　　　　主な耐用年数

　　　　　　建物　　　　　　　　　　　７～５０年

　　　　　　構築物　　　　　　　　　　４～６０年

　　　　　　機械及び装置　　　　　　　５～３０年　

　　　　　　車輌及び運搬具　　　　　 　　　 ５年　

　        　工具器具及び備品      　　２～１５年

　　（2）無形固定資産

　　３　引当金の計上基準

　　　（1）退職給付引当金

　　　（3）法定福利費引当金

　　　　　職員の期末手当及び勤勉手当にかかる法定福利費の支払に備えるため、当年度末におけ

　　４　その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項

　Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記

　　１　資産の評価基準及び評価方法　　　　　

　　　　　貯蔵品　　先入先出法による原価法

　　２　固定資産の減価償却の方法

　　（1）有形固定資産

　　（1）たな卸資産の評価基準及び評価方法
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　Ⅲ.　 セグメント情報に関する注記

　　　　報告セグメントが１つのため、記載を省略している。

　Ⅳ.　　その他の注記

　　１　引当金の目的使用による取り崩し額　

法 定 福 利 費 引 当 金

　　　　令和６年度の引当金の目的使用による取り崩し額は、以下のとおりである。

令和６年度

576,143円

115,557円

賞 与 引 当 金
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